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Ⅰ．平成２８年度 玉野市財務４表について 

１．財務４表の公表について 

 平成２６年５月に総務省から「今後の地方公会計の整備促進について」（総務大臣通知）

が公表されました。資産・債務管理などの内部管理強化と外部への分かりやすい財務情報

の開示が不可欠であるとし、国は地方に、複式簿記・発生主義会計の導入と、一般会計等

と各種の特別会計及び関係する団体（公社や第三セクター等）を連結した上で財務書類の

整備をするよう要請しました。 

従来の地方公共団体の会計制度は、１年間の現金の出入りを把握することに重点を置い

た現金主義に基づくものでしたが、複式簿記・発生主義会計を採用することにより、現金

取引（歳入・歳出）のみならず、すべてのフロー情報（期中の収益・費用及び純資産の内

部構成の変動）及びストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）を網羅的に把握し、

人件費や物件費などのコストにおける本市の特徴や課題を把握することが示されています。 

 本書は、平成２８年度決算に基づく一般会計等、全体会計及び連結会計ベースの財務４

表の数値を用いて、本市の財務状況を分析し、その結果を公表するものです。 

 

２． 連結範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結 

 

一般会計等 

 

全体会計 

 

一般会計、市立玉野海洋博物館事業特別会計、下水道

事業会計（合併処理浄化槽設置事業） 

国民健康保険事業特別会計、競輪事業特別会計、土地埋立造成事業特

別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療特別会計、水道事業

会計、下水道事業会計、総合病院玉野市立玉野市民病院事業会計 

岡山県市町村総合事務組合、岡山県市町村税整理組合、岡山県後期高齢者医療広域

連合、岡山県南部水道企業団、玉野市土地開発公社、一般財団法人玉野産業振興公

社、公益財団法人玉野市スポーツ振興財団、公益財団法人玉野市公園緑化協会、有

限会社みどりの館みやま 

※１ 「住民１人当たり金額」は、年度末の住民基本台帳人口をもとに算出しています。 

    ・平成 28年度(平成 29年 3月 31日現在) 60,930人 

※２ 計数については四捨五入を行っていることから、各項目の合計と一致しない場合 

があります。 
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Ⅱ. 財務４表の関係 

 

 

 抜粋：総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」財務書類作成にあたっての基礎知識 P.5 

 

 行政コスト計算書では、経常的な行政サービスを提供することで発生するコスト（経常

費用）から受益者負担（経常収益）と臨時損益を控除し、税金や交付税等で賄われるべき

純行政コストが算出されます。 

この純行政コストは一年間の純資産項目の変動状況を示す純資産変動計算書の一項目と

され、純資産変動計算書により算出された期末純資産残高は、貸借対照表の純資産合計と

一致します。 

 また、資金収支計算書では一年間の資金の収入から支出を控除し、期首の資金残高に加

えて、年度末の資金残高を算出し、その期末資金残高に歳計外現金の期末残高を合算した

金額が、貸借対照表に記載された現金預金と一致します。 

 

 

 

 

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コ スト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コ スト 本年度末残高 本年度末残高

【 財務４ 表の相互関係】

※１  貸借対照表の資産のう ち「 現金預金」 の金額は、 資金収支計算書の本年度待つ残高に本年
     度末歳計外現金残高を足し たも のと 対応し ます。
※２  貸借対照表の「 純資産」 の金額は、 純資産変動計算書の本年度末残高と 対応し ます。
※３  行政コ スト 計算書の「 純行政コ スト 」 の金額は、 純資産変動計算書に記載さ れます。

貸借対照表
行政コ ス ト

計算書
純資産変動

計算書
資金収支計算書

うち

現金
預金

＋本年度末

歳計外現金残高
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貸借対照表（BS：Balance sheet） 

住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財

源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した表であり、基準日時点に置か

る地方公共団体の財政状態を明らかにします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

 １ ． 固定資産 66, 240, 024 110, 067, 782 113, 927, 979  １ ．  固定負債 23, 755, 772 55, 551, 360 56, 924, 628

 有形固定資産 64, 404, 181 106, 398, 707 109, 602, 979  地方債 20, 089, 069 37, 197, 327 38, 347, 614

  事業用資産 30, 282, 993 32, 367, 517 32, 621, 011  長期未払金 - - -

  イ ン フ ラ 資産 33, 430, 101 68, 061, 191 70, 254, 259  退職手当引当金 3, 650, 289 4, 233, 115 4, 283, 938

  物品 691, 087 5, 969, 999 6, 727, 708  損失補償等引当金 - - -

 無形固定資産 14, 271 260, 994 263, 393  そ の他 16, 414 14, 120, 918 14, 293, 076

 投資そ の他の資産 1, 821, 573 3, 408, 082 4, 061, 607  ２ ．  流動負債 2, 875, 108 5, 180, 207 5, 395, 183

 ２ ． 流動資産 3, 210, 710 8, 716, 462 10, 536, 745  1年内償還予定地方債 2, 089, 205 3, 483, 597 3, 589, 249

 現金預金 1, 143, 900 5, 305, 430 6, 881, 288  未払金 74 737, 412 823, 364

 未収金 89, 512 929, 002 988, 195  未払費用 - - 375

 短期貸付金 18, 254 43, 254 18, 254  前受金 - - -

 基金 1, 963, 743 1, 963, 743 1, 976, 868  前受収益 - - -

 棚卸資産 - 455, 574 642, 267  賞与等引当金 336, 101 444, 634 450, 029

 そ の他 - 75, 000 85, 413  預り 金 433, 590 464, 511 476, 589

  徴収不能引当金 -4, 699 -55, 541 -55, 541  そ の他 16, 138 50, 053 55, 578

 ３ ． 繰延資産 - - 1, 046 負債合計 26, 630, 880 60, 731, 567 62, 319, 811

純資産の部

純資産合計 42, 819, 854 58, 052, 677 62, 145, 959

資産合計 69, 450, 734 118, 784, 245 124, 465, 770 負債及び純資産合計 69, 450, 734 118, 784, 245 124, 465, 770

（ 単位： 千円）

資産の部 負債の部

Ⅲ．平成２８年度 玉野市財務４表 

１．貸借対照表 

（平成 29年 3月 31日時点） 
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・住民１人当たりの一般会計等貸借対照表 

 

 

〇住民１人当たりの貸借対照表で見た財政状況 

 一般会計等の貸借対照表を住民１人当たりに換算した場合、資産が１，１３９，８４５

円、負債が４３７，０７３円、純資産が７０２，７７１円になります。 

 資産の中で最も大きな割合を占めているのが、道路や河川構築物、公園といったインフ

ラ資産で、全体の４８．１３％を占めています。学校施設や保育所などの事業用資産につ

いても４３．６０％となっており、インフラ資産に次いで大きな割合を占めています。流

動資産においては現金預金、基金が主なものになっています。 

 一方、負債においては、地方債及び１年内償還予定地方債が負債・純資産全体の３１．

９４％を占めており、大きな割合となっています。 

（単位：円）

項目 一般会計等 構成比 項目 一般会計等 構成比

固定資産 1,087,150 95.38% 固定負債 389,892 34.21%

　有形固定資産 1,057,019 92.73% 　地方債 329,713 28.93%

　　事業用資産 497,013 43.60% 　長期未払金 0 0.00%

　　インフラ資産 548,664 48.13% 　退職手当引当金 59,910 5.26%

　　物品 11,342 1.00% 　損失補償引当金 0 0.00%

　無形固定資産 234 0.02% 　その他 269 0.02%

投資その他の資産 29,896 2.62% 流動負債 47,182 4.14%

　投資及び出資金 6,586 0.58% 　1年内償還予定地方債 34,283 3.01%

　長期延滞債権 6,614 0.58% 　未払金 1 0.00%

　長期貸付金 1,849 0.16% 　未払費用 0 0.00%

　基金 15,092 1.32% 　前受金 0 0.00%

　その他 0 0.00% 　前受収益 0 0.00%

　徴収不能引当金 -244 0.00% 　賞与等引当金 5,516 0.48%

流動資産 52,695 4.62% 　預り金 7,115 0.62%

　現金預金 18,774 1.65% 　その他 265 0.02%

　未収金 1,469 0.13% 負債合計 437,073 38.34%

　短期貸付金 300 0.03%

　基金 32,229 2.83%

　棚卸資産 0 0.00%

　その他 0 0.00%

　徴収不能引当金 -77 -0.01%

　繰延資産 0 0.00% 純資産合計 702,771 61.66%

資産合計 1,139,845 100.00% 負債及び資産合計 1,139,844 100.00%

資産の部 負債の部

純資産の部
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行政コスト計算書（PL：Profit and loss statement） 

行政活動のうち、福祉給付やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービス

に係る経費（コスト）と、その行政サービスの対価として得られた収入金等の財源を対比

させた表であり、会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般会計等 全体 連結

 １ ．  経常費用 21, 229, 376 60, 029, 829 69, 441, 447

    業務費用 12, 118, 186 35, 621, 070 36, 847, 895

      人件費 5, 218, 212 7, 096, 085 7, 351, 287

      物件費等 6, 614, 239 12, 886, 327 13, 581, 831

      そ の他の業務費用 285, 735 15, 638, 658 15, 914, 777

    移転費用 9, 111, 190 24, 408, 759 32, 593, 553

      補助金等 3, 064, 777 20, 134, 055 28, 301, 853

      社会保障給付 4, 252, 212 4, 256, 976 4, 256, 976

      他会計への繰出金 1, 790, 421 - -

      そ の他 3, 781 17, 728 34, 282

２ ．   経常収益 831, 229 24, 958, 597 26, 040, 411

    使用料及び手数料 437, 830 4, 303, 817 4, 845, 118

    そ の他 393, 399 20, 654, 780 21, 195, 292

純経常行政コ ス ト 20, 398, 147 35, 071, 233 43, 401, 037

  臨時損失 15, 773 184, 103 188, 259

  臨時利益 3, 517 47, 068 47, 068

純行政コ ス ト 20, 410, 403 35, 208, 268 43, 542, 228

（ 単位： 千円）

２. 行政コスト計算書 

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 
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・住民１人当たりの行政コスト計算書 

 

 

〇住民１人当たりの行政コスト計算書から見た財政状況 

 一般会計等の行政コスト計算書を住民１人当たりに換算した場合、経常費用が１９８，

８８７円、経常収益が１３，６４２円、純行政コストが３３４，９８１円になります。 

 経常費用のうち、最も大きな割合を占めているのが物件費等の３１．１６％です。物件

費等には、委託料や建物・道路などの固定資産に係る減価償却費、施設の維持補修に係る

費用が含まれています。 

次いで、大きな割合を占めているのが人件費の２４．５８％です。人件費には職員給与

や議員報酬など市で働く職員に対する給与などが含まれます。 

また、移転費用（他団体への補助金等や他会計への繰出金、社会保障給付など）につい

ても業務費用の４２．９２％を占めています。 

 

 

 

 

（ 単位： 円）

項目 一般会計等 構成比

①業務費用 348,422 100.00%

　　経常費用 198,887 57.08%

　　　人件費 85,643 24.58%

　　　物件費等 108,555 31.16%

　　　その他の業務費用 4,690 1.35%

　　移転費用 149,535 42.92%

　　　補助金等 50,300 14.44%

　　　社会保障給付 69,788 20.03%

　　　他会計への繰出金 29,385 8.43%

　　　その他 62 0.02%

②経常収益 13,642 100.00%

　使用料及び手数料 7,186 52.67%

　その他 6,457 47.33%

③純経常行政コスト

　（＝①－②）
334,780 -%

④臨時損失（資産除売却損など） 259 -%

⑤臨時利益（資産売却益など） 58 -%

⑥純行政コスト

　（＝③＋④－⑤）
334,981 -%
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純資産変動計算書（NWM：Net worth matrix） 

 政策形成上の意思決定またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動（その

他純資産減少原因・財源及びその他の純資産増加原因）を明らかにします。 

 

 

〇純資産変動計算書から見た財政状況 

 純資産変動計算書には、期中の純資産（国・県や過去及び現世代が負担した将来返済が

不要な財産）の変動額を明らかにし、どのような財源や要因により増減したかを表してい

ます。 

 平成２８年度末純資産残高は、一般会計等で５５５，８８８千円の減少となりました。

これは、過去に取得した固定資産等の減価償却や資産の除売却による減少が、固定資産等

への投資を上回ったことが大きな要因です。 

 なお、無償所管替等については当年度に寄付等で無償取得した資産の増加や過年度修正

に係る金額が含まれています。 

 

一般会計等 全体 連結

前年度末純資産残高 43, 375, 742 57, 565, 204 61, 408, 981

  純行政コ ス ト （ △） -20, 410, 403 -35, 208, 268 -43, 542, 228

  財源 19, 619, 698 35, 443, 527 44, 020, 924

    税収等 14, 916, 388 25, 835, 141 29, 974, 076

    国県等補助金 4, 703, 311 9, 608, 385 14, 046, 848

  本年度差額 -790, 704 235, 258 478, 697

  資産評価差額 443 443 443

  無償所管換等 234, 394 252, 005 254, 071

  比例連結割合変更に伴う 差額 - -

  そ の他 -20 -233 3, 767

  本年度純資産変動額 -555, 888 487, 473 736, 977

本年度末純資産残高 42, 819, 854 58, 052, 677 62, 145, 959

（ 単位： 千円）

３. 純資産変動計算書 

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 
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資金収支計算書（CF：Cash flow statement） 

 地方公共団体の資金収支の状態、すなわち地方公共団体の内部者（首長、議会、補助機

関等）の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにします。 

 

一般会計等 全体 連結

１ ． 業務活動収支 1, 296, 879 3, 424, 593 3, 609, 662

  業務支出 18, 868, 773 56, 012, 155 65, 266, 300

    業務費用支出 9, 757, 204 31, 607, 381 32, 664, 918

    移転費用支出 9, 111, 569 24, 404, 774 32, 601, 382

  業務収入 20, 165, 652 59, 394, 580 68, 829, 795

    税収等収入 14, 929, 159 25, 731, 195 29, 871, 108

    国県等補助金収入 4, 435, 406 8, 850, 743 13, 069, 636

    使用料及び手数料収入 433, 093 4, 185, 747 4, 726, 545

    そ の他の収入 367, 995 20, 626, 895 21, 162, 507

  臨時支出 - 1, 383 1, 383

    災害復旧事業費支出 - - -

    そ の他の支出 - 1, 383 1, 383

  臨時収入 - 43, 551 47, 550

２ ． 投資活動収支 -1, 387, 097 -3, 679, 685 -3, 521, 879

  投資活動支出 2, 053, 638 4, 665, 154 5, 440, 257

    公共施設等整備費支出 1, 227, 064 3, 674, 402 4, 044, 886

    基金積立金支出 428, 233 892, 199 1, 296, 818

    投資及び出資金支出 - - -

    貸付金支出 398, 340 98, 340 98, 340

    そ の他の支出 - 213 213

  投資活動収入 666, 540 985, 469 1, 918, 378

    国県等補助金収入 267, 905 618, 862 838, 264

    基金取崩収入 1, 938 1, 938 238, 503

    貸付金元金回収収入 393, 180 178, 180 93, 180

    資産売却収入 3, 517 3, 517 565, 458

    そ の他の収入 - 182, 973 182, 973

３ ． 財務活動収支 -79, 510 -365, 415 -481, 107

  財務活動支出 2, 049, 927 3, 421, 732 3, 537, 424

    地方債償還支出 2, 034, 117 3, 385, 678 3, 499, 692

    そ の他の支出 15, 810 36, 053 37, 732

  財務活動収入 1, 970, 417 3, 056, 317 3, 056, 317

    地方債発行収入 1, 970, 417 3, 056, 317 3, 056, 317

    そ の他の収入 - - -

本年度資金収支額 -169, 728 -620, 506 -393, 324

前年度末資金残高 880, 037 5, 492, 347 6, 840, 992

比例連結割合変更に伴う 差額 - - -

本年度末資金残高 710, 310 4, 871, 840 6, 447, 668

前年度末歳計外現金残高 419, 191 419, 191 419, 222

本年度歳計外現金増減額 14, 399 14, 399 14, 398

本年度末歳計外現金残高 433, 590 433, 590 433, 620

本年度末現金預金残高 1, 143, 900 5, 305, 430 6, 881, 288

（ 単位： 千円）

４. 資金収支計算書 

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日） 
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・住民１人当たりの資金収支計算書 

 

 

〇住民１人当たりの資金収支計算書から見た財政状況 

 平成２８年度における資金収支計算書を住民１人当たりに換算した場合、業務活動収支

では１９，８７５円の黒字、投資活動収支では２７，０８３円の赤字、財務活動収支では

５，４１０円の黒字となりました。 

 前年度末残高と比較すると１，７９８円の赤字となっており、期末残高が前期末と比較

して減少する結果となっています。 

 当期においては、投資活動（施設整備や改良など）に係る費用を業務活動収支と財務活

動収支、前年度からの繰越金で補填したと言えます。 

  

（ 単位： 円）

項目 一般会計等 項目 一般会計等

①業務活動収支 19,875 前年度末歳計外現金残高 1,769

　業務支出 289,058 本年度歳計外現金増減額 -74

　　業務費用支出 156,448 本年度末歳計外現金残高 1,695

　　移転費用支出 132,610 本年度末現金預金残高 15,156

　業務収入 311,804

　　税収等収入 248,710

　　国県等補助金収入 49,352

　　使用料及び手数料収入 8,684

　　その他の収入 5,059

　臨時支出（災害復旧費など） 4,868

　臨時収入 1,997

②投資活動収支 -27,083

　投資活動支出 70,128

　　公共施設等整備支出 51,419

　　基金積立金支出　 13,725

　　投資及び出資金支出 121

　　貸付金支出 4,863

　　その他の支出 0

　投資活動収入 43,046

　　国県等補助金収入 11,141

　　基金取崩収入 27,039

　　貸付金元金回収収入 4,794

　　資産売却収入 72

　　その他の収入 0

③財務活動収支 5,410

　財務活動支出 54,629

　　地方債償還支出 53,079

　　その他の支出 1,550

　財務活動収入 60,039

　　地方債発行収入 58,840

　　その他の収入 1,199

本年度資金収支額 -1,798

前年度末資金残高 15,259

本年度末資金残高 13,461
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Ⅳ. 一般会計等財務４表の財政指標分析 

 ここまで財務４表の各項目について説明してきましたが、ここからは、その各項目の数

値を用いて本市がどのような財務状況にあるのか分析を行います。 

 住民が地方公共団体の財政状況に対して持つ関心事項は、「将来にわたって安定的に行政

サービスを受けることができるのか、それを可能にする財政状況にあるのか」であると考

えられます。このような住民の関心（ニーズ）に基づき、財務４表を用いた各種指標を用

い財務分析（指標分析）を行います。 

なお、ここでは一般会計等に焦点を当てて分析していきます。 

 

・財務指標一覧 

 

 

 

 

 

 

  

会計：一般会計等 （単位：円）

平成27年度 平成28年度

住民１人当たり資産額 1,133,124 1,139,845

歳入額対資産比率 2.81 2.93

資産老朽化比率 62.6% 63.5%

純資産比率 62.1% 61.7%

社会資本等形成の世代間負担比率


（将来世代負担比率）
34.1% 34.4%

住民１人当たり負債額 429,851 437,073

基礎的財政収支（プライマリーバランス） - 104,356,521

債務償還可能年数 - 17.10

効率性 住民１人当たり行政コスト - 334,981

弾力性 行政コスト対税収等比率 - 104.0%

自律性 受益者負担の割合 - 3.9%

指標

資産形成度

世代間公平性

持続可能性
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１．資産の形成度 

 資産形成度は「将来世代に残る資産はどれくらいあるのか」という住民の関心に基づく

指標です。 

 資産に関する情報は、歳入歳出決算書に添付される財産に関する調書においても、公有

財産、物品、債券、基金などが示されていますが、地積や面積でしか資産の情報が表示さ

れないなど、地方公共団体の保有する資産の価値に関する詳細な情報を知り得ることがで

きません。 

 貸借対照表は、資産の部において地方公共団体が保有する資産のストック情報を一覧表

示しており、その項目に基づく指標を用いて、その地方公共団体の資産価値に関する分析

ができます。 

 

（１） 住民１人当たり資産額 

地方公共団体の資産総額は人口規模によって異なるため、住民１人当たりの数値に置き

換えて分析する必要があります。 

 

 

 

 

 本市の「住民１人当たり資産額」は１，１４０千円で、平成２７年度と比較して７千円

増加しました。これは、経過期間中の社会資本整備が既存資産の減価償却額以上となって

いるため、資産合計額が経年比較で増加していることによるものです。  

【 住民１ 人当たり 資産額の経年比較】 （ 単位： 千円）

項目 平成２ ７ 年度 平成２ ８ 年度

資産合計 69, 892, 214 69, 450, 734

住民１ 人当たり 資産額 1, 133 1, 140

1,128

1,130

1,132

1,134

1,136

1,138

1,140

1,142

平成２７年度 平成２８年度 

（単位：千円） 【住民１人当たり資産額】 
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（２）歳入額対資産比率 

 当年度に、歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が歳入の何年分に相当するのかが分かることで、地方公共団体の資

産形成の度合いを測ることができます。 

  

 

 

 

 

 

 本市の「歳入額対資産比率」は２．９３年で、平成２７年度と比較して０．１３年分増

加しました。資産合計額は減少するとともに地方交付税や国県補助金の受入についても歳

入総額が減少したことによるものです。 

 

  

【 歳入額対資産比率の経年比較】 （ 単位： 千円）

項目 平成２ ７ 年度 平成２ ８ 年度

資産合計 69, 892, 214 69, 450, 734

歳入総額 24, 917, 847 23, 682, 647

歳入額対資産比率 2. 81年 2. 93年

2.7

2.75

2.8

2.85

2.9

2.95

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成２７年度 平成２８年度 

（単位：百万円） 【歳入額対資産比率】 

資産合計 歳入総額 歳入額対資産比率 
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（３）資産老朽化比率 

 有形固定資産のうち、建物などの償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を

計算することにより、地方公共団体が保有する資産が取得からどの程度経過しているのか

を全体として把握することが出来ます。 

 

 

 

 

 本市の償却資産全体の「資産老朽化比率」は６３．５％で、平成２７年度と比較して０．

９％上昇しており、資産の老朽化が進んでいることになります。 

 固定資産のうち、大部分を道路（市道）が占めており、その割合は３７．４％になりま

す。市道については資産老朽化比率が５５．４％となっており、半分を超えて資産の老朽

化が進行していると考えられます。 

 次いで大きな割合を占めているのが建物で、３５．５％を占めており、その老朽化比率

は６５．２％となっており、道路（市道）と同様に半分を超えて資産の老朽化が進行して

います。 

 また、同規模団体（人口３万～１０万人）の平均である５２．１％と比較してみると、

上表のように全体で６３．５％と平均より１１．４％老朽化が進行しており、今後の計画

的な資産の更新が望まれます。  

項目 平成２ ７ 年度 平成２ ８ 年度

資産老朽化比率 62. 6% 63. 5%

（ 単位： 千円）

勘定科目 取得価額 減価償却累計額 期末簿価 資産老朽化比率 構成比

事業用資産 45, 847, 816 30, 741, 508 15, 106, 308 67. 1% 40. 88%

  建物 38, 752, 764 25, 269, 446 13, 483, 318 65. 2% 34. 56%

  建物附属設備 4, 569, 488 3, 538, 973 1, 030, 515 77. 4% 4. 07%

  工作物 2, 512, 623 1, 920, 148 592, 475 76. 4% 2. 24%

  船舶 12, 940 12, 939 1 100. 0% 0. 01%

イ ン フ ラ 資産 63, 967, 157 38, 581, 069 25, 386, 088 60. 3% 57. 04%

  公園（ 公共建物） 754, 791 517, 600 237, 191 68. 6% 0. 67%

  公園（ 公共工作物） 809, 908 635, 924 173, 984 78. 5% 0. 72%

  道路（ 公共工作物） 41, 955, 282 23, 236, 664 18, 718, 618 55. 4% 37. 41%

  農道（ 公共工作物） 2, 376, 793 1, 116, 534 1, 260, 259 47. 0% 2. 12%

  林道（ 公共工作物） 1, 194, 365 965, 527 228, 838 80. 8% 1. 07%

  橋梁（ 公共工作物） 7, 720, 044 4, 371, 022 3, 349, 022 56. 6% 6. 88%

  防火水槽（ 公共工作物） 576, 133 508, 866 67, 267 88. 3% 0. 51%

  ト ン ネ ル（ 公共工作物） 0 0 0 0. 0% 0. 00%

  溜池（ 公共工作物） 5, 380, 906 5, 065, 937 314, 969 94. 1% 4. 80%

  漁港（ 公共工作物） 389, 995 293, 395 96, 600 75. 2% 0. 35%

  港湾（ 公共工作物） 1, 915, 309 1, 326, 062 589, 247 69. 2% 1. 71%

  そ の他（ 公共工作物） 893, 626 543, 532 350, 094 60. 8% 0. 80%

物品 2, 325, 117 1, 836, 228 488, 889 79. 0% 2. 07%

合計 112, 140, 090 71, 158, 805 40, 981, 285 63. 5% 100. 00%
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２．社会資本形成の世代間負担比率 

 世代間の公平性は「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」といった住民の関心に

基づく指標です。 

 将来世代の負担となる地方債については、施設の建設など将来にわたって受益の及ぶ資

産形成のために発行ができ、その償還年限も当該地方債を財源として建設した公共施設等

の耐用年数を超えないこととされ、これにより受益と負担のバランスが保たれるよう配慮

されています。 

 

（１）純資産比率 

 地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。

純資の変動は、将来世代と現世代の間で負担の割合が変動したことを表し、純資産の減少

は現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を享受する一方で、

将来世代に負担が先送りにされたことを意味し、逆に、純資産の増加は現世代が自らの負

担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味します。 

 

 

 

 

 

 本市の「純資産比率」は６１．７％で、平成２７年度から０．４％減少しました。資産

全体から見ると、将来世代への負担の先送りが発生していることが読み取れます。  

【 純資産比率の経年比較】 （ 単位： 千円）

項目 平成２ ７ 年度 平成２ ８ 年度

資産合計 69, 892, 214 69, 450, 734

純資産合計 43, 378, 557 42, 819, 854

純資産比率 62. 1% 61. 7%

60.00%

61.00%

62.00%

63.00%

64.00%

65.00%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成２７年度 平成２８年度 

（単位：百万円） 【純資産比率】 

資産合計 純資産合計 純資産比率 
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（２）将来世代負担比率 

 将来の償還等が必要な負債による社会資本等の形成割合を見ることにより、社会資本形

成に係る将来世代の負担の比重を把握することが出来ます。 

 

 

※地方債残高=１年内償還予定地方債 + 地方債（固定負債） 

 

 

 

本市の「将来世代負担比率」は３４．４％で、平成２７年度から５．１％減少しました。

これは、経年比較において将来世代への負担が軽くなっていると考えられます。 

 また、同規模団体（人口３万人～１０万人）の平均２５．５％と比較すると、将来世代

への負担の比重は比較的重いものと考えられます。 

 

  

【 将来世代負担比率の経年比較】 （ 単位： 千円）

項目 平成２ ７ 年度 平成２ ８ 年度

地方債残高 25, 747, 357 22, 178, 274

公共資産合計 65, 104, 774 64, 404, 181

将来世代負担比率 39. 55% 34. 44%

30.00%

32.00%

34.00%

36.00%

38.00%

40.00%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成２７年度 平成２８年度 

（単位：百万円） 【将来世代負担比率】 

地方債残高 有形固定資産合計 将来世代負担比率 
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３．財政の持続可能性 

 持続可能性は健全性とも言われます。「財政に持続可能性はあるのか？具体的には、いく

ら借金があるのか？」といった住民の関心に基づくものです。 

 財政の持続可能性（健全性）に対しては、財政健全化法の健全化判断比率による分析が

行われますが、これに加えて財務諸表からも有用な情報を得ることが出来ます。 

 地方公共団体の負債に関する情報については、現行の予算に関する説明書においても、

債務負担行為額及び地方債残高について、それぞれ調書が添付されていますが、貸借対照

表においては、このほか退職手当引当金や未払金など、発生主義に基づく全ての負債を捉

えることができます。 

 

（１）住民１人当たり負債額 

 貸借対照表の負債合計から住民１人当たりの負債額を算出することによって、経年比較

が可能となります。 

 

 

 

（２）地方債の償還可能年数 

 地方債残高を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す指標

で、借金の多寡や債務返済能力を測ることが可能となります。 

 

 

 

 本市の「住民１人当たり負債額」は４３７千円で、平成２７年度と比較して７千円増加

しています。これは建設事業に伴う地方債発行が地方債償還額を上回ったことを意味しま

す。 

 また、「地方債の償還可能年数」は１７．１年となっています。  

【 住民１ 人当たり 負債額の経年比較】 （ 単位： 千円）

項目 平成２ ７ 年度 平成２ ８ 年度

負債合計 26, 513, 657 26, 630, 880

住民１ 人当たり 負債額 430 437

【 地方債の償還可能年数】 （ 単位： 千円）

項目 平成２ ８ 年度

地方債残高 22, 178, 274

経常的収支額 1, 296, 879

償還可能年数 17. 1年
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４．行財政の効率性 

行政コスト計算書は、地方公共団体の経常的な行政活動に係る人件費や物件費などの費

用をフルコストとして表示しているため、それらの数値を用いて行財政の効率化を表す指

標を算定し、今後どのように効率性を向上させていくかを検討することが望まれます。 

 

（１）住民１人当たり経常行政コスト 

 行政コスト計算書から住民１人当たりの経常行政コストを算出することによって、地方

公共団体の経常的な行政活動の効率性を測定することができます。 

 

 

 

（２） 住民１人当たり人件費・物件費 

（３）  

 

 

 

 

 本市の「住民１人当たり経常行政コスト」は３３４、７８０円、住民１人当たり経常行

政コストを人件費・物件費に着目してみると、住民１人当たり人件費は８５，６４３円、

住民１人当たり物件費は１０８，５５５円となっています。人件費には議員や職員、嘱託

員に対する実際の給与や手当等の現金支出だけでなく、発生主義に基づく平成２８年度の

費用を計上しています。 

 

  

（ 単位： 円）

項目 平成２ ８ 年度

住民１ 人当たり 経常行政コ ス ト 334, 780

住民１ 人当たり 人件費 85, 643

住民１ 人当たり 物件費 108, 555
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５．財政の弾力性 

 弾力性指標は「資産形成を行う余裕がどれくらいあるか」を示す指標です。 

 財政の弾力性については、一般的に経常収支比率などが用いられますが、財務諸表にお

いても財政の弾力性を分析することができます。 

（１）行政コスト対財源比率 

 税収などの一般財源等に対する純行政コストの比率を見ることによって、当該年度の税

収等のうち資産形成を伴わない純経常行政コストにどれくらい費消されたのかが分かりま

す。この比率が１００％に近づくほど資産形成の余裕度が低いと言え、さらに１００％を

上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 

 

 

 

 本市における「行政コスト対税収等比率」は１０４％で、１００％を上回っていること

から、資産形成を行うにあたって税収等で賄える資産形成の余裕度が低いと考えられます。

これは同規模団体との平均９５．４％と比較しても明らかです。資産形成の余裕度の観点

から、１００％を下回るよう、今後の行政コストの抑制が望まれます。 

 

 

６．財政の自律性 

 自律性は、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなって

いるか）」といった住民等の関心に基づくものです。これは、地方公共団体の財政構造の自

律性に関するものであり、決算統計における歳入内訳や財政力指数が関連しますが、財務

書類についても、行政コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算

出することが可能であるため、これを受益者負担水準の適正さの判断指標として用いるこ

とができます。 

 

 

 

 本市における「受益者負担比率」は３．９％となっています。行政コスト計算書の経常

収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額であるため、これを経

常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出する

ことができます。 

 


